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要　約
　商標に関する商標登録無効審判（商標46条）における無効審決に対する審決取消訴訟は，商標権の消滅を
防ぐ保存行為に当たるから，商標権の共有者の一人が単独でも提起することができると判示した〔ETNIES
事件〕（上告審）の射程が，不使用取消審判（商標50条）における取消審決に対する審決取消訴訟にも及ぶ
ことを判示した〔緑健青汁事件〕を契機に，共有に係る権利に関する審決取消訴訟と取消決定取消訴訟の原告
適格について，判例の経緯と判例の立場を整理した。そののちに，未だ判例の射程が及ぶか否かが明確ではな
い一部の審決取消訴訟に関して，その原告適格をどのように考えるかについて，判例への批判も含めて論点の
検討を試みた。具体的には，合一確定の要請，時期的論点，権利の外延，その他の論点について検討を加
えた。
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1．はじめに
　不使用取消審判（商標 50 条）における取消審決に
対する審決取消訴訟において，共有に係る商標権を取
り消す審決に対する審決取消訴訟の提起は，商標権の
消滅を防ぐ保存行為に当たるから，商標権の共有者の
一人が単独でも提起することができると判示した〔緑
健青汁事件〕（1）を契機に，共有に係る権利に関する審
決取消訴訟と取消決定取消訴訟の原告適格について，
判例の経緯と判例の立場を整理したのちに，未だ判例
の射程が及ぶか否かが明確ではない一部の審決取消訴

訟に関して，その原告適格をどのように考えるかにつ
いて，判例への批判も含めて論点の検討を試みた。

2．緑健青汁事件
　（1）　事件の概要
　不使用取消審判（商標 50 条）において共有に係る
本件商標を取り消す旨の審決（2）を受けた商標権の共有
者の一人である原告が，本件審判の請求人を被告と
し，本件審決の取消を求めて単独で出訴した事件であ
る。指定商品の異なる類似の商標に関する不使用取消
審判における取消審決に対して，原被告をともにし，
同日に判決の言い渡された審決取消訴訟が他に一件存
在する。争点については，不使用取消審判における取
消審決に対する審決取消訴訟の原告適格に関する「本
案前の抗弁について」と「取消事由について」がある
が，いずれの事件においても要証期間内における使用
の事実が認められず，原告の請求は棄却された。

　（2）　判旨
　本稿においては，争点のうち不使用取消審判におけ
る取消審決に対する審決取消訴訟の原告適格に関する
「本案前の抗弁について」を採り上げることとする。
この争点について，被告は，原告は共有に係る商標権
に関する本件審決の取消を単独で請求するから本件訴
えは不適法であると主張した。これに対して裁判所は
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〔ETNIES 事件〕（上告審）（3）を引用しつつ「いったん
登録された商標権について，登録商標の使用をしてい
ないことを理由に商標登録の取消審決がされた場合
に，これに対する取消訴訟を提起することなく出訴期
間を経過したときは，商標権は審判請求の登録日に消
滅したものとみなされることとなり，登録商標を排他
的に使用する権利が消滅するものとされている（商標
法 54 条 2 項）。したがって，上記取消訴訟の提起は，
商標権の消滅を防ぐ保存行為に当たるから，商標権の
共有者の 1人が単独でもすることができるものと解さ
れる。そして，商標権の共有者の 1人が単独で上記取
消訴訟を提起することができるとしても，訴え提起を
しなかった共有者の権利を害することはない。」と判
示した。
　不使用取消審判における取消審決に対する審決取消
訴訟について，これを仮に固有必要的共同訴訟である
と解すると，商標権の設定登録から長期間経過した後
に他の共有者が所在不明等の事態に陥る場合や訴訟提
起について他の共有者の協力が得られない場合におい
ても，出訴期間の満了と同時に取消審決が確定し，商
標権は審判請求の登録日に消滅したものとみなされ，
不当な結果となりかねない。一方，商標権の共有者の
一人が単独で取消審決に対する審決取消訴訟を提起す
ることができると解しても，請求認容の場合には，そ
の取消の効力は他の共有者にも及び（行訴 32 条 1 項），
再度，特許庁において共有者全員との関係のもと審判
手続が行われることになる（商標 63 条 2 項・特許
181 条 2 項）。また，請求棄却の場合には，他の共有
者の出訴期間の満了により取消審決が確定し，商標権
は審判請求の登録日に消滅したものとみなされること
になり，いずれの場合にも共有者全員に対する審決の
合一確定の要請に反する事態は生じないとする。な
お，各共有者が共同して又は各別に審決取消訴訟を提
起した場合，これらの訴訟は，類似必要的共同訴訟に
当たると解すべきであるから，併合のうえ審理判断さ
れることとなり，同じく合一確定の要請は充たさ
れる。
　〔緑健青汁事件〕（本件）は，商標登録無効審判（商
標 46 条）における無効審決に対する審決取消訴訟に
ついて，商標権の消滅を防ぐ保存行為に当たるから，
商標権の共有者の一人が単独でも提起することができ
ると判示した〔ETNIES 事件〕（上告審）の射程が不
使用取消審判における取消審決に対する審決取消訴訟

にも及ぶことを知的財産高等裁判所が初めて認めた点
に価値を有する。なお，要証期間内における使用の事
実が認められなかったため傍論ではあるが，本件商標
と使用商標の社会通念上同一性について，審決はこれ
を肯定したが，判決は社会通念上同一と認められる商
標であると直ちに認めることはできないとした点も実
務上注意を要する（4）。

3．判例の経緯
　共有に係る権利に関する審決取消訴訟と，同じく共
有に係る権利に関する異議の申立てにおける取消決定
に対する取消決定取消訴訟の原告適格について，判例
の経緯を年代順に整理する。
　〔磁気治療器事件〕（上告審）（5）：実用新案に関する
拒絶査定不服審判における拒絶審決に対する審決取消
訴訟について，審決を取り消すか否かは実用新案登録
を受ける権利の共有者全員について合一に確定する必
要があるから，固有必要的共同訴訟であると判示した
事件である。
　〔HENNESY 事件〕（第一審）（6）：商標に関する登録
異議の申立て（商標 43 条の 2）における取消決定（商
標 43 条の 3 第 2 項）に対する取消決定取消訴訟につ
いて，前掲〔磁気治療器事件〕（上告審）を引用しつ
つ，固有必要的共同訴訟であると判示した事件で
ある。
　〔パチンコ装置事件〕（第一審）（7）：特許に関する特
許異議の申立て（特許 113 条）における取消決定（特
許 114 条 2 項）に対する取消決定取消訴訟について，
「処分又は裁決を取り消す判決は，第三者に対しても
効力を有する。」と規定する行政事件訴訟法 32 条 1 項
の「第三者」には特許権の共有者を含まない等として
固有必要的共同訴訟であると判示した事件である。
　〔ETNIES 事件〕（上告審）（8）：商標に関する商標登
録無効審判（商標 46 条）における無効審決に対する
審決取消訴訟は，商標権の消滅を防ぐ保存行為に当た
るから，商標権の共有者の一人が単独でも提起するこ
とができると判示した事件である。また，前掲〔パチ
ンコ装置事件〕（第一審）による行政事件訴訟法 32 条
1 項の解釈を覆した。すなわち，審決を取り消す判決
は，権利の共有者に対しても効力を有するので，共有
者全員との関係のもと再度の審判が行われることと
なる。
　〔水沢うどん事件〕（上告審）（9）：判旨は前掲
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〔ETNIES 事件〕（上告審）と同様である。権利成立
後の持分移転については登録が効力発生要件となるが
（商標 35 条・特許 98 条 1 項 1 号），出訴期間内に持分
移転の登録が完了しなかった事件である。
　〔パチンコ装置事件〕（上告審）（10）：特許に関する特
許異議の申立てにおける取消決定に対する取消決定取
消訴訟について，前掲〔ETNIES 事件〕（上告審）を
引用しつつ，特許権の消滅を防ぐ保存行為に当たるか
ら，特許権の共有者の一人が単独でも提起することが
できると判示した事件である。これによって，前掲
〔HENNESY 事件〕（第一審）と前掲〔パチンコ装置
事件〕（第一審）の判旨は否定された。また，「特許権
…の共有者がその共有に係る権利について審判を請求
するときは，共有者の全員が共同して請求しなければ
ならない。」と規定する特許法 132 条 3 項の適用場面
として，延長登録出願（特許 67 条の 2）の拒絶査定
に対する拒絶査定不服審判（特許 121 条）と訂正審判
（特許 126 条）をあげ，特許権が共有に係る場合に常
に共有者の全員が共同して行動しなければならないこ
とまで予定しているものとは解されないと判示した。
　〔緑健青汁事件〕（本件）（11）：商標に関する不使用取
消審判（商標 50 条）における取消審決に対する審決
取消訴訟について，前掲〔ETNIES 事件〕（上告審）
を引用しつつ，商標権の消滅を防ぐ保存行為に当たる
から，商標権の共有者の一人が単独でも提起すること
ができると判示した事件である。

4．判例の立場
　（1）　権利成立の前後
　権利成立前の権利の成否については，共有者全員に
ついて合一確定の要請が存在するから，固有必要的共
同訴訟である（前掲〔磁気治療器事件〕（上告審））。
一方，権利成立後の権利の存否については，共有者そ
れぞれの状況が異なる場合があるから，権利の消滅を
防ぐ保存行為（12）として，共有者の一人が単独でも出
訴することができる（前掲〔ETNIES 事件〕（上告
審），前掲〔水沢うどん事件〕（上告審），前掲〔パチ
ンコ装置事件〕（上告審））。ここで共有者それぞれの
状況として，一部の共有者が所在不明の場合，一部の
共有者の協力が得られない場合，出訴期間内に一部の
共有者の持分移転の登録（商標 35 条・特許 98 条 1 項
1 号）が完了しない場合があげられている。また，上
記のように解しても共有者全員に対する合一確定の要

請は充たされる。すなわち，請求認容の場合には，判
決の効力は他の共有者にも及び（行訴 32 条 1 項），共
有者全員を被請求人とした審判又は異議の申立てが再
開される（特許 181 条 2 項）。また，請求棄却の場合
には，他の共有者の出訴期間の満了により，権利は消
滅したものとみなされるからである。なお，共有者が
各別に出訴した場合，これらの訴訟は類似必要的共同
訴訟として併合のうえ審理判断されるので合一確定の
要請は充たされる。

　（2）　判例とその射程
　特許，意匠，商標における査定系及び当事者系の各
審判と異議の申立てごとに，共有に係る権利に関する
各取消訴訟の原告適格について判示した判例の所在と
その射程を表 1に整理した。なお，意匠と商標につい
ては，拒絶査定不服審判（意匠 46 条・商標 44 条）に
おいてした補正が要旨変更であるとして却下の決定が
された場合に却下決定取消訴訟（意匠 59 条・商標 63
条）を提起することができるが，あまり例のないこと
と思われるため割愛した。

　前掲〔磁気治療器事件〕（上告審）は実用新案に関
する拒絶査定不服審判における拒絶審決に対する審決
取消訴訟に係る判例であるが（13），特許に関する拒絶
査定不服審判（特許 121 条）にも射程が及ぶものと解
されている。表 1においては，便宜上，特許に関する
拒絶査定不服審判に判例が存在するものとして記載し
た。また，特許に関する特許異議の申立て（特許 113
条）における取消決定に対する取消決定取消訴訟に
は，前掲〔パチンコ装置事件〕（上告審）なる判例が
存在する。さらに，商標に関する商標登録無効審判
（商標 46 条）における無効審決に対する審決取消訴訟
には，前掲〔ETNIES 事件〕（上告審）と前掲〔水沢
うどん事件〕（上告審）なる判例が存在する。
　特許（実用新案）に関する拒絶査定不服審判の判例

法 審判（査定系） 異議 審判（当事者系）

特許

不服 判例

異議 判例

無効 射程

不服（延長）
無効（延長）

訂正

意匠
不服 射程

－ － 無効 射程
補正

商標

不服 射程

異議 射程

無効 判例

補正

取消（不使用） 射程

取消（不正使用・商標権者）

取消（不正使用・使用権者）

取消（不当登録）

表 1　判例とその射程
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である前掲〔磁気治療器事件〕（上告審）の射程は，
意匠に関する拒絶査定不服審判（意匠 46 条）と商標
に関する拒絶査定不服審判（商標 44 条）に及ぶと解
されている。また，特許に関する特許異議の申立ての
判例である前掲〔パチンコ装置事件〕（上告審）の射
程は，商標に関する登録異議の申立て（商標 43 条の
2）に及ぶと解されている（14）。さらに，商標に関する
商標登録無効審判の判例である前掲〔ETNIES 事件〕
（上告審）と前掲〔水沢うどん事件〕（上告審）の射程
は，特許に関する特許無効審判（特許 123 条）と意匠
に関する意匠登録無効審判（意匠 48 条）に及ぶと解
されている。〔緑健青汁事件〕（本件）は，前掲
〔ETNIES 事件〕（上告審）の射程が不使用取消審判
（商標 50 条）における取消審決に対する審決取消訴訟
にも及ぶことを初めて認めた。
　しかしながら，商標に関する商標登録無効審判の判
例である前掲〔ETNIES 事件〕（上告審）と前掲〔水
沢うどん事件〕（上告審），特許に関する特許異議の申
立ての判例である前掲〔パチンコ装置事件〕（上告審）
の射程が，その他の権利発生後の審判に及ぶか否かに
ついてはなお検討を要する。特に，前掲〔パチンコ装
置事件〕（上告審）が特許法 132 条 3 項の解釈につい
てあげた延長登録出願（特許 67 条の 2）の拒絶査定
に対する拒絶査定不服審判（特許 121 条）と訂正審判
（特許 126 条）については，それらの拒絶審決に対す
る審決取消訴訟についても，共有者の全員が共同して
行動しなければならないことが予定されていると解す
る余地があるので注意が必要である（15）。
　なお，環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う
関係法律の整備に関する法律（平成 28 年法律第 108
号）が平成 30 年 12 月 30 日に施行されたことに伴い，
延長登録出願には，医薬品，医療機器等の品質，有効
性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律
第 145 号）の許可（薬機 12 条）等に要した期間（特
許 67 条の 5）に加えて，出願日から 5年を経過した
日又は出願審査の請求があった日から 3年を経過した
日のいずれか遅い日以後に特許権の設定の登録があっ
た場合にも延長登録出願が可能になった（特許 67 条
の 2）。
　以下，未だ判例の射程が及ぶか否かが明確ではない
一部の審決取消訴訟に関して，その原告適格をどのよ
うに考えるかについて，判例への批判も含めて論点の
検討を試みる。

5．検討
　（1）　合一確定の要請
　判例は，権利成立の前後に関わらず共有者全員に対
する合一確定の要請を説きながら，権利成立前におい
ては，固有必要的共同訴訟であるとし，権利成立後に
おいては，権利の消滅を防ぐ保存行為として共有者の
一人が単独でも出訴することができるとする。権利成
立後において，請求認容の場合には，判決の効力は他
の共有者にも及び（行訴 32 条 1 項），共有者全員を被
請求人とした審判又は異議の申立てが再開され（特許
181 条 2 項），請求棄却の場合には，他の共有者の出
訴期間の満了により，権利は消滅したものとみなされ
るから，共有者全員に対する合一確定の要請は充たさ
れる。
　しかしながら，共有者全員に対する合一確定の要請
を再度の審判又は再度の異議の申立てによって担保す
るのであれば，権利成立前においても同様に再度の審
判によってこれを担保することができるであろう。す
なわち，権利成立前においても，特許を受ける権利
（特許 33 条），意匠登録を受ける権利（意匠 15 条 2
項・特許 33 条），商標登録出願により生じた権利（商
標 13・特許 33 条）の消滅を防ぐ保存行為として共有
者の一人が単独でも出訴することができると解しても
背理とはいえないであろう（16）。権利成立前において
も，請求認容の場合には，判決の効力は他の共有者に
も及び，共有者全員を請求人とした審判が再開され，
請求棄却の場合には，他の共有者の出訴期間の満了に
より，特許を受ける権利，意匠登録を受ける権利，商
標登録出願により生じた権利は消滅したものとみなさ
れる。ただし，そのように解する場合には，共有者の
一人が単独で出訴することにより，他の共有者に対し
ても審決が確定することはないと解する必要があ
る（17）。とはいえ，この点も権利成立後と同様と考え
ることができよう。
　そうすると，判例が，権利成立前においては，固有
必要的共同訴訟であるとし，権利成立後においては，
権利の消滅を防ぐ保存行為として共有者の一人が単独
でも出訴することができるとして，権利成立の前後に
おいて原告適格に差異を設ける理由は，権利成立前に
おける共同審判に係る規定（意匠 52 条・商標 56 条・
特許 132 条 3 項）等との平仄と捉えざるを得ない。
　この点について，前掲〔ETNIES 事件〕（上告審）
の判解（18）は「当事者系の無効審決取消訴訟の提起は，
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既に権利として設定登録された商標権を消滅させない
ように『保存』する行為であるのに対し，査定系の訴
えは，未だ設定登録されていない商標登録を受ける権
利（ママ）を，性質も効力も違う商標権にまで高める
場面のものである。」とし，利益状況という観点につ
いても「査定系の訴えは，権利の取得を目指す能動的
な立場であるのに対し，当事者系の訴えは，受動的な
立場であって降りかかった火の粉を払い落とさなけれ
ば，権利が消滅してしまうという場面のものである。」
と説く。しかし，権利成立前においても，審決が取り
消されなければ，特許を受ける権利，意匠登録を受け
る権利，商標登録出願により生じた権利が消滅してし
まうことに変わりはなく，権利成立前においては，固
有必要的共同訴訟であるとする結論が，この説示から
直接的に導かれるものではないように思われる。

　（2）　時期的論点
　権利成立後の権利の存否については，共有者それぞ
れの状況が異なる場合があるから，権利の消滅を防ぐ
保存行為として，共有者の一人が単独でも出訴するこ
とができる。ここで共有者それぞれの状況として，一
部の共有者が所在不明の場合，一部の共有者の協力が
得られない場合，出訴期間内に一部の共有者の持分移
転の登録（商標 35 条・特許 98 条 1 項 1 号）が完了し
ない場合があげられている（前掲〔ETNIES 事件〕
（上告審），前掲〔水沢うどん事件〕（上告審））。
　しかし，このような状況は権利成立前であっても起
こり得る。そうすると，どの時期までを固有必要的共
同訴訟であるとし，どの時期からを権利の消滅を防ぐ
保存行為として共有者の一人が単独でも出訴すること
ができるとするかという論点が考えられる。形式的に
は，延長登録出願の拒絶査定に対する拒絶査定不服審
判を除く査定系審判・異議の申立てと，当事者系審判
との間に線を引くか，延長登録出願の拒絶査定に対す
る拒絶査定不服審判を除く査定系審判と，異議の申立
て・当事者系審判との間に線を引くかのいずれかであ
ろう。すなわち，異議の申立てにおける取消決定に対
する取消決定取消訴訟を固有必要的共同訴訟とする
か，権利の消滅を防ぐ保存行為として共有者の一人が
単独でも出訴することができるとするかという問題で
ある。前掲〔HENNESY事件〕（第一審）と前掲〔パ
チンコ装置事件〕（第一審）が前者の立場を採るのに
対し，前掲〔パチンコ装置事件〕（上告審）は後者の

立場を採る。
　前者と後者の立場の相違については，異議の申立て
（特許 113 条・商標 43 条の 2）に対する捉え方にその
要因を求めることができよう。特許異議の申立てにつ
いては「当事者間の具体的紛争の解決を主たる目的と
するものではなく，特許庁自ら特許処分の適否を審理
し，瑕疵ある場合にはその是正を図ることにより，特
許に対する信頼を高めるという公益的な目的を達成す
ることを主眼とした制度」であると解されている（19）。
異議の申立てが第三者による特許査定又は商標登録の
査定に対する見直しの機会であるのに対し，当事者系
審判，特に無効審判（特許 123 条・意匠 48 条・商標
46 条）は当事者間の紛争解決手段としての性格が
強い。
　上記のように解すれば，前者の立場に与することに
なる。異議の申立てをすることができる期間が特許掲
載公報の発行の日から 6月以内又は商標掲載公報の発
行の日から 2月以内と極めて限定されていること，異
議の申立ては何人も可能である一方，無効審判の請求
人は利害関係人に限定されていることも前者の立場を
後押しする。これに対して，異議の申立てにおいても
権利の存否が争われ，当事者間の紛争を未然に防止す
るための手段であると解すれば，後者の立場に与する
ことになる。

　（3）　権利の外延
　審決取消訴訟における訴訟物は，審決の違法性であ
ると解されている。したがって，審判において審理の
対象とされなかった請求の理由や事実等を審決取消訴
訟において新たに主張することはできない（20）。この
理は，取消決定取消訴訟においても変わりはないであ
ろう。審決を取り消すべき旨の判決又は取消決定を取
り消すべき旨の判決が確定した場合には，再度の審判
又は再度の異議の申立てが開始されるが，それらの審
理には上記判決の拘束力が及ぶ（行訴 33 条 1 項）。そ
して，その拘束力は，判決主文が導き出されるのに必
要な事実認定及び法律判断に渡るものであり，再度の
審判又は再度の異議の申立てにおいて，審判官が上記
事実認定及び法律判断に抵触する認定判断をすること
は許されない（21）。
　審決取消訴訟又は取消決定取消訴訟において，裁判
所が権利の成否又は存否を直接判断するわけではない
が，再度の審判又は再度の異議の申立ての審理には審
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決取消訴訟又は取消決定取消訴訟の判決の拘束力が及
ぶので，これによって，権利の成否又は存否のみなら
ず，権利成立時における権利の外延又は権利存続時に
おける権利の外延に影響が及ぶ可能性がある。審判官
が上記判決の事実認定及び法律判断に抵触する認定判
断をすることは許されないからである。出訴しなかっ
た共有者が関知し得ないところで権利の外延に影響が
及ぶ可能性があるわけであるが，この点が出訴しな
かった共有者の不利益となることがあったとしても，
出訴しなかった共有者が甘受すべきであるという価値
判断もあり得るところであろう。
　例えば，拒絶査定不服審判（特許 121 条・意匠 46
条・商標 44 条）における拒絶審決に対する審決取消
訴訟において，審決を取り消すべき旨の判決が確定
し，再度の拒絶査定不服審判を開始するときは，権利
の外延について上記判決の拘束力が及ぶ場合がある。
また，拒絶査定不服審判においてした補正に対する許
否判断の違法性が審決取消訴訟において審理される場
合がある。また，意匠，商標に関する補正却下決定不
服審判（意匠 47 条・商標 45 条）における却下審決に
対する審決取消訴訟は，権利の外延についての審決の
違法性を審理するものである。
　異議の申立てにおける取消決定に対する取消決定取
消訴訟において，取消決定を取り消すべき旨の判決が
確定し，再度の異議の申立てを開始するときは，権利
の外延について上記判決の拘束力が及ぶ場合がある。
また，特許異議の申立てにおいてした訂正請求（特許
120 条の 5第 2 項）に対する許否判断の違法性が取消
決定取消訴訟において審理される場合がある。なお，
前掲〔パチンコ装置事件〕（上告審）は，訂正請求制
度が存在する特許異議の申立てにおける取消決定に対
する取消決定取消訴訟について，特許権の消滅を防ぐ
保存行為に当たるから，特許権の共有者の一人が単独
でも提起することができるとしたが，訂正請求制度に
は言及していない。
　無効審判における無効審決に対する審決取消訴訟に
おいて，審決を取り消すべき旨の判決が確定し，再度
の無効審判を開始するときは，権利の外延について上
記判決の拘束力が及ぶ場合がある。また，特許無効審
判においてした訂正請求（特許 134 条の 2）に対する
許否判断の違法性が審決取消訴訟において審理される
場合がある。さらに，特許無効審判における有効審決
に対する審決取消訴訟において，審決を取り消すべき

旨の判決が確定し，再度の特許無効審判を開始すると
きは，被請求人に対して訂正請求の機会が与えられる
が（特許 134 条の 3），この訂正請求は上記判決にお
ける事実認定及び法律判断に拘束される。

　（4）　その他の論点
　〔緑健青汁事件〕（本件）は，前掲〔ETNIES 事件〕
（上告審）の射程が商標に関する不使用取消審判（商
標 50 条）における取消審決に対する審決取消訴訟に
も及ぶことを初めて認めた。しかし，審判において審
理の対象とされなかった請求の理由や事実等を審決取
消訴訟において新たに主張することはできないとされ
るものの（22），不使用取消審判においては，使用の事
実の立証が事実審の口頭弁論終結時に至るまで許され
る（23）。これによって出訴しなかった共有者が不利益
を被ることはない。しかし，出訴しなかった共有者が
審判において主張しなかった使用の事実に関する証拠
を有している場合には問題となろう。
　また，不正使用取消審判（商標 51 条・52 条の 2・
53 条）のうち使用権者の行為に係る不正使用取消審
判以外の不正使用取消審判（商標 51 条・52 条の 2）
における取消審決に対する審決取消訴訟については，
不正使用を行った共有者とそうでない共有者がある場
合に問題となろう。また，使用権者の行為に係る不正
使用取消審判（商標 53 条）における取消審決に対す
る審決取消訴訟については，不正使用を行った使用権
者に使用を許諾した共有者とそうでない共有者がある
場合に問題となろう。さらに，不当登録取消審判（商
標 53 条の 2）における取消審決に対する審決取消訴
訟については，パリ条約の同盟国，世界貿易機関の加
盟国又は商標法条約の締約国において商標に関する権
利を有する者の承諾を得ないで登録された商標である
ことを認識する共有者とそうでない共有者がある場合
に問題となろう。いずれの審決取消訴訟においても，
不正使用又は不当登録に関与しない共有者のみからな
る出訴が問題となり得る。
　なお，共有者全員に対する合一確定の要請を再度の
審判又は再度の異議の申立てによって担保するとしな
がらも，再度の審判又は再度の異議の申立ての被請求
人又は被申立人が所在不明の場合は公示送達も可能で
あり，職権進行も認められる（意匠 58 条・商標 43 条
の 15・特許 152 条）。また，被請求人又は被申立人の
一部から共有者である他の被請求人又は被申立人によ
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る委任状が提出された場合，審判書記官は，委任状を
請求人又は申立人に提示して承認を得，委任状に疑義
があるときに限って被請求人に証明責任を課すに過ぎ
ない。

6．まとめ
　商標に関する商標登録無効審判（商標 46 条）にお
ける無効審決に対する審決取消訴訟は，商標権の消滅
を防ぐ保存行為に当たるから，商標権の共有者の一人
が単独でも提起することができると判示した前掲
〔ETNIES 事件〕（上告審）の射程が，不使用取消審
判（商標 50 条）における取消審決に対する審決取消
訴訟にも及ぶことを判示した〔緑健青汁事件〕（本件）
を契機に，共有に係る権利に関する審決取消訴訟と取
消決定取消訴訟の原告適格について，判例の経緯と判
例の立場を整理した。
　そののちに，未だ判例の射程が及ぶか否かが明確で
はない一部の審決取消訴訟に関して，その原告適格を
どのように考えるかについて，判例への批判も含めて
論点の検討を試みた。具体的には，合一確定の要請，
時期的論点，権利の外延，その他の論点について検討
を加えた。ここでの検討は，いくつかの論点を提示す
るものにとどまるが，これらの論点が未だ判例の射程
が及ぶか否かが明確ではない一部の審決取消訴訟に関
して，その原告適格をどのように考えるかについて，
多少なりとも指針となることがあれば幸甚である。
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